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あるだろう。学費に関する相談の増加

は、各大学が学生支援の充実を図る具

体的背景として重要である。

それでは各大学はどのような学生支

援を実施したのであろうか。そのこと

を示した結果が図2である。12項目の

学生支援策について、「実施している

（全員に実施＋希望者全員に実施＋一

部の学生に実施）」か、「実施していない」

かの観点から、その実施状況をみると、

「学費の納付期限延長・分納」88.3%、「大

学独自の修学支援金や奨学金などの給

付」55.7%、「情報機器等の貸与」46.3%

が、相対的に多くの大学で実施されて

いたことがわかる（なお、前述の文科省

の公表資料に合わせて項目を整理して

みると、（何らかの現金の）「給付措置」

69.6%、（同）「貸与措置」19.7%、「物的支

援」51.8％であった）。しかし、この実施

状況を、「全員に実施」「希望者全員に実

施」「一部の学生に実施」という支援対

象の観点からみれば、必ずしも「全員」

「希望者全員」が対象とされているわけ

ではなく、「一部の学生に実施」にとど

まっている項目が少なくないこともわか

る。このことは、大学がその支援策を実

施していた場合でも、希望しても支援を

受けられないケースがあることを意味

しており、支援を必要とする学生が必要

な支援を受けられていない可能性を示

唆している。どのような範囲で学生支

援を行うかは、財政的な制約もあり、大

学経営上の判断にも関わる。他方、緊

急時には幅広く学生を支援することが

望まれる。学生支援において、支援対

である。学生数の多い大規模大学で

は、学生支援の実施項目も多く、多様な

学生支援策が行われている一方で、小

規模大学では実施項目数が少なく、対

応が限定的であることがわかる。コロ

ナ禍のなかでの学生支援には、大学間

の格差がみられたのである。

次に、コロナ禍が大学教育の現場に

与えた影響についてみていきたい。

象の範囲と規模の設定は重要な論点で

あり、コロナ禍における学生支援におい

てもその課題が現出していたと言える。

さらに、このような学生支援の取り組

みには、大学による差も存在する。図2

の学生支援の12項目について、「実施し

ている」「実施していない」の区分を用

いて、大学別に実施項目数を集計する

と、実施項目が0項目の大学もみられた。

そこで、大学による実施状況の違いを

みるために、学生支援の実施項目数と

学生規模との関係を示したものが図3

2020年に生じた新型コロナウイルス

感染症（COVID-19）の社会的影響は、年

度末を迎えるなかでも収束の見通しは

立たず、2021年度においても、大学経営・

大学教育・学生生活に大きな影響を与

えることが予測される。各大学にとっ

てCOVID-19の感染拡大を防ぎつつ大

学教育、学生支援をどのように進めてい

くかが大学運営の大きな課題であり続

けるだろう。コロナ禍の影響が長期化

するなかで、持続可能な教育研究の体

制を整備し、継続的な学生支援を通じ

て、大学が社会的役割を果たしていくた

めにどのような課題があり、どのような

取り組みが求められるだろうか。本稿

では、2020年度の各大学の学生支援の

状況や大学教育への影響について、調

査結果を紹介することを通じて、次年度

に向けたコロナ禍のなかでの学生支援・

大学教育のあり方を考えてみたい。

まず、2020年度に各大学がどのよう

な学生支援を行ってきたのかを確認し

ておきたい。2020年4月以降、各大学

はキャンパスへの入構制限、対面授業

から非対面による遠隔授業（オンライン

授業）への転換・併用、対面授業におけ

る感染予防対応策の実施等、感染拡大

を防ぎながら大学教育を提供しつつ、

経済支援を含めた学生支援に取り組

んできた。

各大学の学生支援の実施状況につ

いて、文部科学省の公表資料（1）から全

体状況をみると、12月2日時点において、

全国の国公私立大学（短期大学を含

む）及び高等専門学校（以下、大学等）の

98.3%において後期分授業料の納付猶

予措置が取られており、86.4％において

授業料の納付猶予・分納・減免以外の

学校独自の支援措置が行われている。

学校独自の支援措置の実施状況は、

「給付措置」64.5%、「貸与措置」31.5%、

「物品支援」48.7%とされており、多くの

大学等が学生支援に取り組んでいるこ

とが示されている。国の学生支援緊急

給付金や奨学金制度の対象拡充と併

せて、コロナ禍に対して多様な学生支

援が実施されてきた。

しかし、個々の大学でみれば、学生支

援の取り組み状況には差もみられる。

大学等の設置形態を超えた全体状況

についての調査ではないが、日本私立

大学協会附置私学高等教育研究所（私

高研）が、2020年8月に日本私立大学協

会加盟校（409校）に行った調査（2）を用

いて、学生支援の取り組み状況とその

課題をみてみたい。

まずは、学生支援の前提として、学生

の経済的な環境の悪化を各大学がどの

ように捉えていたのかを確認するため

に、経済的理由の休学・退学の状況を尋

ねた結果を示したものが図1である。

経済的理由による休学・退学者数は2割

程度、経済的理由による休学・退学の相

談件数は3割程度が「増加（大きく増加

＋やや増加）」したとする一方で、多くの

大学は「ほとんど変わらない」と認識し

ていた。しかし、学費に関する相談件数

については、4分の3の大学が「増加」し

たとしていた。学費の相談の増加には、

大学キャンパスへの入構制限や遠隔授

業の実施に伴い大学の学費のあり方そ

のものが議論されたこと等も背景にあ

ると考えられるが、コロナ禍による家計

や学生自身の経済状況が悪化する中

で、学費の負担感が増大していたことも
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図１　学生の休学・退学に関する状況 （2020年８月・私高研調査より、n=309）

図2　学生支援の実施状況 （2020年８月・私高研調査より、n=309）

図３　学生支援の実施状況×学生規模 （2020年８月・私高研調査より）

大学の支援状況調査
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夫を行っていたことも示されている。

例えば、遠隔授業を担当した教員のう

ち、47.4%が「概ね毎回課題を出し、提出

を求める」ことが「以前より増えた」とし

ており、課題の学生へのフィードバック

においても、44.0%が「採点し、個別にコ

メントや採点したファイルを返した」こ

とが「以前より増えた」と回答していた。

また、多くの教員が遠隔授業でもディス

カッションやアクティブラーニングを試

みていた（例えば、「Zoom等を使った、

全体での同時双方向のディスカッショ

ン」は66.7％が実施している）。大学教

育の現場において各教員は、遠隔授業

に対応した授業スタイルへ転換し、より

良い授業づくりのための教育関連業務

に時間を費やしたのである（ただし、遠

隔授業において授業による精粗がある

ことは、巷間広く指摘されている通りで

ある）。

このような遠隔授業について、教員

は、多くの学生は遠隔授業においても

意欲的に授業に取り組んでいると評価

していた。図5は、教員からみた学生の

取り組み状況を尋ねた結果を示したも

のである。「授業や課題の取り組み状

況」については、4割が学生の取り組み

状況は「以前より良くなった」としてい

る。一方で、「学習成果の変化」につい

ては、「変化なし」「一概に言えない」「以

前より良くなった」が拮抗していた。こ

こで示されている遠隔授業における学

り、教育研究を持続的に両立するため

の体制整備が大学運営に求められる

段階にある。授業運営サポートスタッ

フの配置等を含めた授業担当者の授業

運営上の負担軽減、カリキュラム・授業

科目の見直しなどカリキュラムマネジ

メントを通じた教育改革など、大学教

育のあり方そのものが再検討される時

期に差し掛かっていると言える。遠隔

授業の学習成果をどのように把握し、

高めていくかについても個々の教員の

努力を超えた組織的な対応が必要であ

ろう。組織的な対応に基づいた大学教

育の改善は、これまで幾度となく指摘さ

れてきたが、コロナ禍は改めてそのこと

を可視化したと言える。組織として持

続的な教育研究を可能とする教育支援

を含め、大学教育を向上させていくこと

が求められる。

習成果の評価の難しさが、遠隔授業の

なかで表出した課題の一つと言える。

ここまで、2020年度前半の各大学の

学生支援の状況と大学教育への影響

について、2つの調査結果を中心に紹介

してきた。これらの結果から、2021年度

以降に向けた示唆を考えてみたい。ま

ずは、長期化するコロナ禍のなかで、学

生支援の拡充が継続的に求められるこ

とである。2021年度の新入生を含め、

支援を必要とする学生が必要な支援を

受けられる常時的な学生支援の体制・

運用が必要であり、他大学の取り組み

事例等を参照した支援策の充実が期

待される。コロナ禍に対する学生支援

の充実は学生の安心や満足度の向上

に寄与するだろう。そのために各種の

大学団体、学協会等、本誌を含む業界

専門誌による効果的な事例紹介も重要

であろう。

さらに、大学教育への影響からは、教

員の教育業務負担の増大に対応し、持

続可能な教育研究を維持していくため

の組織的な取り組みが必要になってい

る。我が国の大学では、個々の授業の

運営は担当教員に委ねられることが一

般的である。しかし、遠隔授業、対面授

業の両面においてコロナ禍に対応する

ために授業運営の負担は増加してお

2020年4月以降、多くの大学が遠隔授

業を取り入れるなかで、遠隔教育の「教

育の質」をめぐり様々な議論がなされて

きた。遠隔授業を含め、大学教育のあ

り方そのものが問われるなかで、大学

教育を担う教員が、どのような状況にあ

り、授業運営のなかでどのような課題を

抱いているのかをみることも、今後の大

学教育のあり方を検討する材料になる

ものと思われる。

コロナ禍の大学教育への影響は、各

大学で学生・教員を対象とする調査が

行われている。しかし、この全体状況

を把握することは困難である。そこで、

本稿では一般社団法人大学教育学会

による会員へのアンケート調査の結果

を紹介したい（3）。同学会は大学教育を

研究対象とする学術団体として、国公

私立の大学等の教員・職員等、人文社

会科学・自然科学・医療系・複合領域等

の様々な専門領域の大学関係者を会員

とする。このような調査対象の特性か

ら、この調査結果はコロナ禍が大学教

育に与えた影響を量的に把握するため

の参考になると考えられるためである。

この調査からは、2020年前期の状況と

して、①教員は教育関連業務に多くの

時間を費やすこととなり、研究時間が減

少したこと、②教員は、多くの学生は遠

隔授業においても意欲的に授業に取り

組んでいると評価している一方で、遠

隔授業における学習成果の評価の難し

さが示されている。

この結果を具体的にみるために、

2020年度前期の授業期間における教

員の業務時間について尋ねた結果を示

したものが表1である。各業務に対し

て1週間に要した平均時間数をみると、

教育関連業務が約30時間（授業準備14

時間、授業時間7時間、課題・レポートの

採点・添削7時間、学生指導・相談3時

間）、研究に約5時間、大学運営業務に

約9時間（コロナ関連以外の通常業務5

時間、コロナ関連の業務4時間）となっ

ていた。大学教員の業務時間について

東京大学大学経営・政策研究センター

が2019年に行った大学教員調査では、

学期中の1週間の時間配分の平均は、

教育15.2時間、研究13.9時間、管理運営

9.5時間と示されている（4）。対象が異な

ることから比較に留意が必要である

が、コロナ禍のなかで個々の教員が教

育関連業務に多くの時間を費やしたと

言えるだろう。表1では、担当科目数に

よる違いも示しており、担当科目数が増

えるごとに教育関連業務、特に授業準

備にかかる時間数が増加し、研究時間

が減少していることがわかる。このよ

うに教育関連業務が増大していたこと

は、業務時間の増減状況を尋ねた結果

からも示されている（図4）。コロナ以前

と比べて、授業準備は83.4%が、課題・レ

ポートの採点・添削は67.6%が「以前よ

り増えた」としており、自身の研究につ

いては67.6%が「減った」としている。

コロナ禍のなかで遠隔授業の対応に多

くの時間を使わざるを得ない状況とな

り、研究時間が減少したことが明確に

示されているのである。

同調査では、このような変化の背景

として、遠隔授業に対して多くの教員

が、毎回の授業で課題を出し、また、授

業においては同時双方向のディスカッ

ション等を取り入れるなど教育上の工
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表１　2020年前期の各活動についての１週間に要した平均的な時間 （単位：時間）

図５　教員からみた学生の遠隔授業の取り組み状況 （n=241）

図４　2020年春学期の授業期間に要した業務時間の増減 （n=241）

（1）	 文部科学省高等教育局・総合政策局「新型コ
ロナウイルス感染症に係る影響を受けた学
生等に対する追加を含む経済的な支援及び
学びの継続への取組に関する留意点につい
て（依頼）」（令和2年12月18日）

（2）	私学高等教育研究所では、「新型コロナウイ
ルス感染症に伴う大学経営管理上の対応に
関する調査」として、日本私立大学協会に加
盟する私立大学（409校）を対象に、コロナ
禍への対応状況についてアンケート調査を
行った（回答数309校、回収率75.6％、回
答期間7月22日-8月19日）。この調査結
果は、『コロナ禍の私立大学』（2020年11月）
として示されている。本稿の内容は、この調
査データの著者の分析結果を再構成したも
のである。

（3）	一般社団法人大学教育学会（会長：山田礼子
（同志社大学））は、大学教育を研究対象とす
る学術団体として、今回のコロナ禍において
日本の大学教育がどのように対応し、どのよ
うな課題があるかを示すことを目的に、会員
を対象とする新型コロナウイルス感染症に
伴う大学教育の対応状況についてアンケー
ト調査を実施した（実施期間：2020年9月
30日〜10月19日、回答数312件、回答率
24.7％）。同学会の許可を得て、紹介して
いる。

（4）	東京大学大学経営・政策研究センター「大
学教育の現状と将来―全国大学教員調査」

（2019年11月）
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減った 無回答変化なし以前より増えた
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課題の取り組み状況の変化

コロナ禍以前と比べたときの
学生の学習成果の変化

変化なし 以前より良くなった 無回答
悪くなった一概に言えないわからない

遠隔授業における
学習成果の評価が課題に

遠隔授業への対応により
研究時間が減少

2021年度以降に向けた示唆

http://souken.shingakunet.com/college_m/

